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と乙で検討しようとするのは，日本経済が現在の世界経済の中でどのよう

な立場κあり，さらに今後どのような発展の可能性を持っているかという問
題である。事実，日本経済は，世界経済の中で孤立して存在しているのでは

なく，世界経済の有力な一員として活動している。だから，日本経済の現状

と将来を見るためには，世界経済，特に自由市場経済圏の枠の中で，他の先

進諸国および発展途上諸国との関連で考える必要がある。乙乙で自由市場経

済圏と特定化するのは，自由市場経済圏と中央計画経済圏との相互依存関係

を無視するものではないが，乙の関係は日本経済の現状を分析し，その将来

を見通すにあたって決定的に重要なものとは考えられず，むしろ自由市場経

済圏内部の諸要因乙そが重要であると考えるからである。

1 .自由市場経済圏の維持

乙乙での議論の前提は，自由市場経済圏の維持である。自由市場経済と中

央計画経済の何れの体制が望ましいかといった価値判断の問題は乙 ζでは触

れない。乙乙では，日本経済が自由市場経済圏の一員として活動していると
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いう現状に革命的な変化はないものとして，自由市場経済圏の維持は当然に

必要であると考える。

自由市場経済圏内の先進諸国は，従来 自由市場原理を基礎として経済秩

序を維持し経済発展を達成してきた。経済活動がすべて自由競争のもとで行

なわれるならば， 比較優位の基準にしたがって適切な国際分業が実現され，

価格は市場を均衡させ，国際収支は為替レートの調整を通して均衡させられ，

乙れによってすべての貿易参加国における生産要素の最適利用と厚生の極大

化が保証される。要するに，自由市場経済圏内の先進諸国は，経済活動シス

テムの効率的な組織化を自由競争を通して実現し，経済秩序の維持をはかつ

てきたのである。 しかし現実には，自由競争の実現を阻む種々の要因があり，

順調な経済秩序の運営を困難Kしてきている。そ乙で，独占禁止とか資本 ・

貿易の自由化措置により，その障害の除去の努力が続けられてきている。け

だし，自由市場経済圏の存続を考えるならば，自由市場原理lζ基ずく経済秩

序の維持は不可欠だ、からである。

2.先進諸国経済の中の日本経済

60年代から70年代初期にかけて，内部的ILは種々の歪が蓄積されてきては

いたが，外見上は先進諸国経済にとって好ま しい状態が続いていた。（1）米国

の圧倒的な経済力を基礎としてIMF・GATT体制が維持されていた乙と，

(2）工業用原材料 ・燃料が位界的過剰基調のもとで豊富に低価格で供給された

とと，（3）急速な技術進歩や成長促進的な財政 ・金融政策がマイ Jレドなインフ

レを伴ないながらも投資誘因を生みだしていた乙と，等々が乙の好ましい状

態を支えていた。その結果，インフレ率は高まり，人々の聞にインフレ期待を

定着させるととlとはなったが，失業率は低下した。

とζろが，乙の期聞において，先進諸国の経済の中では，徐々にではあっ

たが，いくつかの歪が増大してきていた。（1旧本およびECの経済が顕著な

成長を遂げ， 60年代初期に見られた自由市場経済圏内における米国経済の圧

倒的な支配力は低下してきた。乙れは， 生産力の面だけでなく，通貨の面で

も現われ，usドノレへの信頼lとよって維持されていたIMF体制は70年代始め
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には崩壊し，国際通貨体制は混乱する乙とになった。（2）経済成長が進み，生

産水準が上昇するにつれて，労働需要は増加し，労働力は相対的に不足し，

労働生産性の上昇lζ見合う実質賃金率引き上げ要求は強化され， 60年代を通

して実質賃金率は急速に上昇した。しかも，強力な労働組合の勢力に支えら

れて，実質賃金率の下方硬直性は強固なものとなった。（3）また，生産水準の

上昇と共lζ，工業用原材料・燃料の需要も増大した。 60年代の終頃には，再

生産不能な資源、の価格が上昇を示した。（4）経済成長が生産水準を著るしく上

昇させたのIL:，.有効需要はそれに比例しては伸びなかった。乙の乙とは，利

潤率の低下lζ反映される。実質賃金率や原材料・燃料価格の上昇はは生産費

の上昇をもたらした。しかし，有効需要の相対的不足により生産費の上昇に

見合う程の製品価格の引き上げを実現できなかった乙とにより，手lj潤率は低

下した。乙の傾向は60年代の後半において始まった。（5)60年代の先進諸国経

済の成長を支えた要因の一つは，新技術の開発とその積極的な採用であった。

乙れは，労働力や原材料・燃料の相対的不足とあいまって，各国・各産業の

比較優位構造を変化させた。乙の過程で比較劣位化した産業が，自由市場原理

にしたがって，それぞれの国で調整され，比較優位を保つ産業が積極的に

維持・拡充されていたならば事態はさほど悪化しなかったと考えられる。

しかし，実際lζは，圏内政策が重視され，積極的な産業調整は実施されず，

産業調整としては防衛的な方向lζ向けて進められた。比較劣位化した産業も

温存される乙とになった。経済全体としての民間企業の利潤率は急速に低下

した。（6）利潤率の低下は投資誘因を減少させる。ただ，米国の民間企業は利

潤率の低下を設備稼動率を引き下げによって回避しようとしたが，投資誘因

の減少にとっては同じ効果を持っていた。いずれにせよ，先進諸国における

投資誘因は減少し，成長率は低下傾向を示し始めるととになった。（7)60年代

の成長を部分的K支えた財政金融政策は，マイルドなものとはいえインフレ

を生みだし，インフレ率を加速した。さらlと，利j閏率が低下傾向を示し始め

た後は，積極的にインフレを促進する乙とにより，利潤率低下を押し留めよ

うとする努力が払われた。インフレは加速的に上昇する乙とになった。

第一次石油ショックは，上述した種々の歪に大きな圧力を加える乙とになっ



88 世界経済の中の日本経済

た。石油価格の独占的引き上げと実質賃金率の下方硬直性は有効需要の相対

的不足とあいまって利潤率を極度に低下させ，経済は深刻な不況に陥った。

また利潤率低下lζ対抗するインフレの加速が現れたため，スタグフレーショ

ンを顕在化させる乙とになった。経済不況のもとでは有効需要は減退してい

る。過剰な生産設備から生産される製品は，激しい競争を通して市場を見出

そうとする。競争力の弱し、製品しか生産できなき産業は，圏内市場のシェア

すらも減少させられる。種々の分野で貿易摩擦が発生する乙とになった。乙

れに対しては政治的な折衝すら持たれる乙とになった。貿易は原則としては

自由な競争にまかされながらも，管理された形で運営される状態になってき

ている。

最近になって，実質賃金率の下方硬直が僅かではあるが軟化してきた。ま

た石油価格もその需給動向を反映して低下気味である。乙れらは，いずれも

生産費上昇圧力を緩和し，手iJ潤率の回復lζ期待を持たせる乙とになってきて

いるし，インフレの沈静化にも効果を示している。しかし，米国における高

金利の維持や大幅な財政赤字の累積といった悲観的な要因もまだ未解決のま

ま残されているために，先進諸国経済が早急に活性化しうるかどうかは確言

し難い状態にある。

ζのような先進諸国経済の情勢の中で，日本経済はどのような役割りを果

し，どのような地位を占めてきているか。60年代から70年代の初期にかけて

の日本経済の成長は著るしく，他の先進諸国経済の成長率の二倍以上の率で

成長を続けてきた。旧式の設備をスクラップ化して新技術を基礎とする新

型の設備で置換え，生産性を高め，生産力を上昇させた。多くの産業にお

ける製品の競争力は急速に改善され，それら製品の海外市場シェアは拡大

された。乙の過程で，日本経済は自由市場経済圏の中でGNP第二位，し

かも同経済固におけるGNPの一割以上を生産する実績をっくりあげた。

乙のようにして強化された日本経済の競争力は，第一次石油ショック以降

における先進諸国経済の不況の情況下において，顕著な効果を生みだす乙

とになった。

経済不況の下では有効需要は減退する。各国で生産された製品は，国内・
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海外市場をとわず，限られた有効需要にむけて殺到する。乙乙で製品の販売

に成功するのは，市場において人為的な制約が施乙されていない限り，競争

力の強い製品である乙とはいうまでもなし、。強い競争力を持った日本製品は，

74年以降の深刻な不況期lζおいてすら，米国および欧州諸国で市場シェアを

拡大した。その結果，貿易摩擦を引き起すζとになった。

ある国の国内市場に外国から競争力の強い製品が侵入し，急速に市場シェ

アを拡大した場合，しかも経済が停滞していて早急、に産業調整の対応が実施

し難い場合，乙の国の内部では混乱が発生する。急激な失業の増大，圏内で

の競争産業の利潤率の急落といった事態が発生する。乙の対策としては，当

該製品の輸入制限といった保護措置が採られるととになる。乙のような事態

が種々の製品について発生する乙とになると，広範な保護政策が採られる乙

とになり，自由市場原理の作動する余地が著るしく限定される乙とになる。

自由市場経済圏の存立の基盤がゆるがされる ζとになる。乙乙で問題となる

のは，産業調整による対応の余地もない程に急速に市場シェアを拡大する乙

とであって，競争力の強い製品の侵入ではない。しかも，経済が停滞してい

る状態においては，産業調整に要する期間も当然、に長くなる。だから，日本の

製品が急速に欧米市場において拡大し，乙れら諸国の経済を混乱させた乙と

について非難を受けた乙とは当然といえる。相手国において産業調整の余裕

が持てる程度に輸出拡大を実施する乙とが国際的なJレーJレであるととを認め

る必要がある。経済不況の最中においてはなおさらの乙とである。乙のよう

なjレーJレを認め，しかもその様に輸出拡大が実施された場合には，乙んどは，

たとえ競争力の強い製品が輸入されるとしても，圏内産業を保護する目的で

その製品の輸入を制限する ζとが非難される ζとになる。乙れ乙そが自由市

場原理の現実的適用にあたっての基本的な原則である。現在の貿易体制が，

自由貿易を基礎としながらも，管理された形で運営されているのは，乙のよ

うな考え方によっている。

自由市場原理は強者の理論であり，弱者はζれに対して対抗措置を構じる

権利を保有する，という議論が見られる。しかし，乙れは自由市場原理の適

用Jレーノレを無視するものが現われた場合の乙とであって，乙のJレーノレが遵奉
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されている限り，自由市場原理の公正な運用が最も望ましい乙とはいうまで

もない。

乙のような基本的な原則を認織し，自由市場経済圏の維持を考えるならば，

日本経済としても， 上述のJレーJレICRPした輸出拡大を計る必要がある。 ζの

場合には，従来のような他の先進諸国lと比べて著るしく高い成長率の実現は

困難となる。深刻な経済不況を経験してきた74～83年の期聞においてすら，

米国経済および西ドイツ経済の成長率が年平均それぞれに2.0%および1.6

%であったのに，日本経済の成長率は3.7%を記録していた。 ζ乙で，それ

ぞれのうち経常海外余剰による貢献度は米国の0.0%，西ドイツの0.3%に

比べ，日本については1.2%となっている。経常海外余剰は輸出から輸入を

差し号｜し、た剰余であるから，乙れの貢献度が大である乙とは，輸出の伸びが

輸入の伸びに比べて著るしく大きかったζとを意味している。乙れらの数字

の裏側には，世界市場の中での日本の輸出シェアのアンバランスな伸びが存

在した。乙れが他の先進諸国経済の不況下での運営を阻害した乙とにより，

種々の経済摩擦を生みだした。そ乙で，今後の日本の輸出の伸びを，上述の

JレーjレK沿って輸入の伸びと同程度iζ抑えるものとすると，日本経済の成長

率も米国 ・西ドイツ経済の伸びとほぼ同程度となるものと考えられる。 しか

し，乙れが自由市場経済圏の順調な発展を維持するのに必要な国際的Jレーノレ

であるならば，乙のJレーJレを遵守して，国際経済協力lζ貢献する乙とも国際

経済社会の一員として必要な乙とである。

既Iζ述べたように，自由市場原理が適正に作動している状態においては，

比較優位の基準にしたがって適切な国際分業が編成され，価格は市場を均衡

させ，国際収支は為替レート調整を通して均衡させられる。乙の場合，為替

レートの決定が人為的に歪を持った形で決定されるような状態が発生すると，

逆に国際分業それ自体が適切な編成を実現できなくなる。現在の米国の高金

利は，それ自身は同国の大幅な財政赤字を支えるのに必要であるとしても，

短期資金の米国への流入を促進し，円安傾向の主要な原因のーっとなってい

る。乙れが日本製品の輸出促進にも貢献している乙とは否定できない。した

がって，日本経済自身として秩序ある輸出の実現に努力する乙とが必要であ
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るが，自由市場経済圏の中における ζのような歪を除去する努力も米固に対

して要求する乙とも必要である。

3.南北問題の中での日本経済

自由市場経済圏の維持を自由競争の達成だけを基準として実現しようとす

る場合には，先進諸国経済相互間の利益保全が中心となり，発展途上諸国経

済の利害は無視されかねなくなる。先進諸国と発展途上諸国が併存する自由

市場経済圏の中で，発展途上諸国に対する配慮のないままで自由競争の実現

だけが追求されるならば，先進諸国経済と発展途上諸国経済の聞の経済力格

差は拡大するだけであり，南北格差と呼ばれている国際的不公平はますます

悪化する。発展途上諸国による南北格差是正の要求は理解しなければならな

いし，乙の乙とは先進諸国にとっても自由市場経済圏の存続という観点、から

みて無視できなし、。公正の維持が不可能となれば その経済社会の秩序は崩

壊する可能性すらある。自由市場経済圏内の発展途上諸国が公正の回復に失

望し，白からの経済体制を変革し，中央計画経済圏への脱出を企てる乙とは

十分に考えられる。そうなれば，自由市場経済圏の領域は縮少し，それ自体

の存続すらも困難となるかもしれない。乙れに加えて，自由市場経済圏諸国

の威信の問題もある。さらに先進諸国の今後の経済発展にとって，発展途上

諸国，特にその膨大な潜在市場は非常に重要であると考えられる。乙のよう

な情況の中で，発展途上諸国の中の一部のものKしろ自由市場経済圏を離れ

て中央計画経済圏に移る事態となれば，自由市場経済圏lζ大きな困難が発生

する乙とになる。乙のような状態をひきおとさないためには，国際的な公正

の回復，すなわち南北格差の是正はなんとしてでも実現する必要があるもの

と考えられる。

しかし，現在のように大幅な南北格差が存在し，国際的な公正の回復が大

きな課題となっているとはいえ，公正の回復を重視するのあまり，既存の国

際経済秩序の順調な運営を損なう乙とになるのでは，公正の回復それ自体に

も支障をきたす乙とになりかねない。先進諸国は，現在までに，豊かな経済

社会をつくりあげているかにみられるが，乙れは経済活動システムを効率的
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lζ運営するように努力してきたからであり，効率の重視乙そが経済発展の原

動力でもあった。先進諸国といえども，効率を無視して経済を運営しうる程

には豊かではなし、。乙のような状態の中で，南北格差を重視するのあまり，

経済活動システムの効率的な運営を妨げるような事態が発生すれば，先進諸

国の経済それ自体が順調K運営できなくなり ，さらに先進諸国の経済活動lζ

依存してすすめられている発展途上諸国の経済開発も十分に実施できなくな

る。そ乙で，発展途上諸国が自由市場経済圏の中で経済開発を推進しようと

するならば，乙の経済圏の秩序を乱すような形での参加は望めない。経済活

動システムの効率的な運営は，たとえ発展途上諸国の経済開発を中に含むと

しても，原則としては，なんらの変更も加えられではならない。

しかしながら，自由市場原理の下で経済活動システムの効率的な運営が保

証されるためには，生産要素の完全利用が必要である。乙れは具体的には，

生産設備の完全稼動と労働の完全雇傭を意味する。実際lζは先進諸国におい

ても生産設備の不完全稼動や労働の不完全雇傭はおうおうにして発生してい

る。しかし，生産設備が完全に稼動される限り完全雇備が実現できる程度に

は生産設備は蓄積されている。政策の適切な運用により必要な条件が満たさ

れれば，生産設備は完全に稼動され，労働は完全lζ雇傭されるととになる。

と乙ろが，発展途上諸国においては， 蓄積されている生産設備それ自体が不

足しており，たとえ生産設備の完全稼動が実現されたとしても，なお労働の

一部は正常な状態で生産設備と組みあわされる ζとなく残される。非近代的

部門lζ寄生する潜在失業として残る乙とになる。その結果，非近代的部門lζ

おける労働生産性ま著しく低水準に押し下げられ，近代的部門で雇傭される

労働の賃金をも低水準に抑え乙むことになる。乙のような発展途上諸国を含

む経済活動システムにおいては，発展途上諸国の自助努力や先進諸国の経済

開発援助によって発展途上諸国の生産設備が増設され，労働供給のすべてが

吸収されるようになるのでない限り，自由市場原理l乙基ずく経済活動システ

ムの効率的な運営によって全ての固にとっての資源の最適利用と厚生の極大

化を期待する乙とはできない。乙のように，先進諸国と発展途上諸国が併存

する自由市場経済圏において自由市場原理を順調に作動させるためには，先
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進諸国による発展途上諸国に対する生産設備蓄積のための援助を必要とする。

乙の乙とは，乙の種の援助は自由市場原理となんら矛盾するものでない乙と

を意味している。しかも，発展途上諸国iζ生産設備を増設する乙とは，乙れ

ら諸国の経済成長率の上昇をもたらす。乙れが，発展途上諸国の所得水準上

昇率を先進諸国のそれを上回る程に実現できるのであれば，乙の種の援助は

南北格差の是正，ひいては国際的な公正の回復にも貢献する乙とになる。

従来，南北格差是正を目的として発展途上諸国の側から提出されていた要

求の中には，自由競争市場のメカニズムそれ自体を破壊する性格を持つもの

も含まれていた。 ζの種の要求は自由市場経済圏の存続にとって許容できな

いものである。しかし，上記のような手段が採られるならば，自由競争市場

のメカニズムを回害する乙となく，さらにそれの順調な運営を促進し，南北

格差の是正にも貢献する乙とになる。

しかしながら，実際iζ最も深刻な問題は， 70年代中頃以降の先進諸国経済

の不況という情況の中で，上述したような効果的な援助がどの程度に実施で

きるかにかかわってくる。先進諸国は自らの経済の不調の中で，援助余力を

減殺され，必要な援助額の負担能力を失ってきている。しかし，現在の経済

の不調の中で，多額の援助は不可能であるという考え方から脱却し，将来の

経済の繁栄のためにも必要な援助は実施すべきであるという考え方への転換

が望まれる。

援助の目的は，既述のように，発展途上国における生産設備の蓄積，生産

力の号｜き上げ，所得水準の向上＝南北格差の是正，そして先進諸国製品に対

する需要の拡大である。 ζの場合，設置された生産設備を正常に稼動させる

には，それに対応する社会資本の充実を必要とする。発展途上諸国において

は，乙の社会資本の充実が不十分である ζとが経済開発を阻害する大きな要

因となっている。乙れに対しては，先進諸国政府または国際機聞による援助

を必要とする。 ζれによって社会資本が充実され，投資環境が整備された後，

民間投資による生産設備の蓄積が行なわれる乙とになる。ただし，先進諸国

の民間企業による投資が直接投資の形をとる場合lとは，その後の過程におい

て， 当該企業の所有と支配の現地化が進められなければならない。さもなけ
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れば，乙の企業は何時までも先進国資本の支配下におかれる ζとになり，発

展途上国の自律的な経済発展にとって望ましくない乙とになる。従来の経験

から見れば，乙の現地化が順調に進められるのは，発展途上諸国への直接投

資が比較優位基準に沿った産業において実施される場合であり，そうでない

場合には現地化は殆んど進められていない。乙の点からいっても，発展途上

諸国での経済開発は，比較優位原理lζ沿って実施される乙とが望まれる。

従来，発展途上諸国への援助は，十分とはし、えなかったとしても実施され

てきている。しかし，第一次石油ショック以降，非産油発展途上諸国におい

ては石油価格の上昇が輸入額を上昇させたと同時に，先進諸国経済の不況が

発展途上諸国から先進諸国への輸出の伸びを停滞させた乙とにより，膨大な

累積債務を抱える発展途上諸国が現われた。発展途上諸国に対する投資リス

クは上昇し，援助の停滞の大きな原因となってきている。緊急の課題は，乙

の累積債務問題をどのように解決するかである。種々の提案はあるものの，

結局は発展途上諸国の経済開発が軌道にのり，順調に促進されるようになる

のでない限り，との問題の基本的な解決とはなりえない。

先進諸国による発展途上諸国に対する援助は，発展途上諸国における生産

設備の蓄積にかかわるだけでは不十分で、ある。その生産設備が正常に稼動さ

れ，製品が生産された場合，それを吸収する市場についての配慮も必要とす

る。従来の援助の供与にあたっては，ややもすれば乙の後者の点については

十分な配慮がなされていなかった。先進諸国による発展途上諸国への開発援

助の増額が必要である乙とはいうまでもないが，当面の問題としては，先進

諸国経済の停滞が発展途上諸国より輸入の伸びを制約している乙とに集中さ

れねばならない。乙れは， 一方では先進諸国経済の停滞がそれ自身の需要低

下をもたらし，発展途上諸国製品需要にも影響している乙とによっている。

また，他方，発展途上諸国が開発しつつある産業が，依然として先進諸国の

中に競争産業を残しており，先進諸国経済の不況が乙れら競争産業の国内保

護の傾向を強めてきている乙とにもよっている。乙のままでは，発展途上諸

国としては，経済開発を進めるにも市場問題で行きずまる乙とになる。

とのような状態におかれた発展途上諸国としては，自国の製品をより多く
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輸入してくれる先進国との結び付きを強化する傾向にある。乙の点に関して，

日本は現在非常に不味い情況にある。日本の援助は従来東・東南アジア諸国

iζ重点を置いて実施されてきた。社会資本充実のための援助はもちろんの乙

と，工業化のための生産設備の蓄積についても民間直接投資が大きな貢献を

してきている。乙れは，日本のζれら諸国lζ対する輸出を増大させ，また乙

れら諸国よりの輸入拡大にも努力してきている。その効果もあり，またとれ

ら諸国の自助努力もあって，工業化は一応の成果をあげる乙とになったが，

その製品lζ対する市場の開放という点では十分な対応を示していない。と乙

ろが，主としてEC諸国は， ζれら諸国lζ対する市場開放の努力を示してい

る。その結果，乙れら諸国の対日貿易シェアは依然として高い水準にあると

はいえ， 70年代を通してみると，日本とタイおよびフィリピンとの二国間貿易

結合度は低下を示しており，その他の諸国との貿易結合度も同様な傾向を示

す可能性を高めてきている。 ζれに対して， ECのそれは逆に上昇傾向にあ

る。要するに，乙れら諸国においては，日本離れ ・EC接近の傾向を示して

きている。日本にとっての東・東南アジア諸国は従来もそうであったように，

今後も主要な輸出市場として期待される地域である。しかし，乙のような傾

向は，日本の輸出市場としての将来に暗い陰を投げ掛けている。日本は乙れ

ら諸国の製品に市場を開放する努力を従来以上に行なう必要がある。

むすび

以上において，世界経済の中での日本経済の立場を概説した。先進諸国と

発展途上諸国が併存する自由市場経済圏の中で，乙の経済圏の存続を前提と

して，日本経済は何をしなければならなし、かを示した。まず， 先進諸国との

関係において，日本は他の先進諸国との摩擦を回避し，先進諸国経済全体の

活性化を計るために，自由市場原理の現実的適用の基準を再確認して行動す

べき乙とが要請される。乙乙では，自国の経済成長を重視する乙とも重要で

あるが，それは他の諸国の経済成長を阻害しないような配慮を必要とする乙と

が要点となる。各国聞の経済協力が重視されなくてはならない。 他方， 南北

問題の中では，自由市場経済圏全体として，自由市場原理が効率的に作動し
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うる状況を実現するために，発展途上諸国lζ対して必要な援助を積極的に推

進する ζとが要請される。乙 ζでは，開発資金の供与だけでなく，開発され

た産業の製品の市場のアクセスについての援助をも併せて供与する必要があ

る。

要するに，日本経済としては，先進諸国と発展途上諸国が併存する自由市

場経済圏の中で，乙の経済圏の存続のために，自由市場原理が実際に効率的

lと作動しうるような状況を実現できるように努力する乙とが要請される。


